




























































































図表 1 IIRC のオクトパスモデル 
（出所）IIRC（2013）p.15 をもとに筆者作成。 

















































































































































図表 3 環境会計の４つの側面 
 















































































図表 6 中国の CSR 発行企業数 
 
（出所）関, 日経産業新聞, p.12, 2016.12.19 より引用。 
  
 
経済協力開発機構（Organisation for Economic 
Co-operation and Development, OECD）は、企業
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　経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-
operation and Development, OECD）は、企業の社会的責
任（corporate social responsibility, CSR）の意味をアジア
地域では社会的な貢献活動と捉えられる傾向があるため、
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1 1972 年にストックホルムで開催された「国連人間環境
会議の終了後、加盟国政府は国連環境計画（United 
Nations Environment Programme : UNEP）を設立、
UNEP は世界の主導的な環境機関となった。1983 年に設




















図表 7 自然資本活用のイメージ 
 


































































 2016 年 7 月、自然資本連合（NCC）は、企業向
けの自然資本会計（Natural Capital Accounting）
の世界共通の枠組みとして、自然資本プロトコル
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 * 2010年度の統合レポートは村田製作所『Murata Report2011』，
** 2011年度の統合レポートは住友金属『経営報告書2011』



















































































































































































図表 15 環境レポートのコンテンツとページ数 
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図表 12 東芝の環境会計と自然資本会計の構造 
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図表 15 環境レポートのコンテンツとページ数 
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Nations Environment Programme: UNEP）を設立、
UNEP は世界の主導的な環境機関となった。1983年に
設立された「世界環境開発委員会（World Commission 
on Environment and development）」によって、新たな
タイプの開発の必要性があると理解され、すべての開発
が左右される環境資源を保護する一方で、現在および将
来の世代のために経済的福祉をもたらすような開発があ
る。1987年、委員会は総会に宛てた報告書の中で、自由
な経済成長に基づくアプローチに代わるものとして新し
い概念「持続可能な開発」を提唱した。持続的な開発目
標に関する初のグローバル報告書は17の目標に向けた取
組で世界の現状を把握する2030（国連連合広報セン
ター，2017.3.23, http://www.unic.or.jp/）。
２） 「水や大気、土地、生物などが形成する資本のこと。
113統合報告と自然資本会計の課題
経済学における資本の概念を自然に適用した。2010年に
名古屋で開かれた国連の生物多様性条約第10回締約国会
議（COP10）では、20年までに国の会計に自然資本を
組込むことをあげる愛知目標が採択された。世界各国が
自然資本を経済的な価値に換算する取組を進めている」
（竹居，日経産業新聞，p.13, 2017.3.7）。
３） 「政府統計などの公開データを基に、全国約1740の自
治体の自然や人、人工物に関する資本価値を算出する。
九州大学の馬奈木主幹教授が提唱する手法を活用し富士
通研究所（川崎市）がシステム開発した。自治体の特性
を環境・社会・経済の指標で見える化するサービス「エ
ヴァシーヴァ（EVACVA）新機能」（竹居，日経産業新
聞，p.13, 2017.3.7）。
